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１　はじめに
（１）キャリア教育とアクティブラーニング
　急激な社会変化への対応や高等教育のユニバー
サル化の進展に伴い、わが国における大学教育の
成果に対する社会的要請が強まっている。平成
24年に中央教育審議会から答申された ｢新たな
未来を築くための大学教育の質的転換に向けて｣
は、生涯にわたって学び続ける力、主体的に考え
る力を持った人材は、受動的な教育の場では育成
することができない、と指摘した上で、従来のよ
うな知識の伝達・注入を中心とした授業から学生
が主体的に問題を発見し解を見いだしていく能動
的学修への転換が必要である、と述べている。こ
の能動的学修（学習）は一般的にアクティブラー
ニングとも呼ばれ、その定義や概念についての見
解は必ずしも統一されているわけではないが、溝
上（2014）によれば、アクティブラーニングは、
知識習得以上の活動や認知プロセスの外化を伴う
学習を目指し、そのような学習を通して身につけ
る技能や態度（能力）が社会に出てから有用であ
るという考え方にもとづいて推進されているとい
う。
　社会に出て有用と考えられる技能や態度の育成
については、当然のことながらキャリア教育にお
いても重要視されている。平成 23年に中央教育
審議会から答申された「今後の学校におけるキャ
リア教育・職業教育のあり方について」では、社
会的・職業的自立、学校から社会・職業への円滑
な移行に必要な力の要素の１つとして、分野や職
種にかかわらず、社会的・職業的自立に向けて必
要な能力である「基礎的・汎用的能力」を挙げて
いる。その具体的内容については「仕事に就くこ
と」に焦点を当て、実際の行動として表れるとい
う観点から、「人間関係形成・社会形成能力」「自
己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリ
アプランニング能力」の４つの能力が整理されて
いる。
　「人間関係形成・社会形成能力」は、多様な他
者の考えや立場を理解し、相手の意見を聴いて自
分の考えを正確に伝えることができるとともに、
自分の置かれている状況を受け止め、役割を果た
しつつ他者と協力・協働して社会に参画し、今後
の社会を積極的に形成することができる力であ
る。具体的な要素としては、例えば、他者の個性
を理解する力、他者に働きかける力、コミュニケー
ション・スキル、チームワーク、リーダーシップ
等が挙げられる。
　「自己理解・自己管理能力」は、自分が「でき
ること」「意義を感じること」「したいこと」につ
いて、社会との相互関係を保ちつつ、今後の自分
自身の可能性を含めた肯定的な理解に基づき主体
的に行動すると同時に、自らの思考や感情を律し、
かつ、今後の成長のために進んで学ぼうとする力
である。具体的な要素としては、例えば、自己の
役割の理解、前向きに考える力、自己の動機付け、
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忍耐力、ストレスマネジメント、主体的行動等が
挙げられる。
　「課題対応能力」は、仕事をする上での様々な
課題を発見・分析し、適切な計画を立ててその課
題を処理し、解決することができる力である。具
体的な要素としては、情報の理解・選択・処理等、
本質の理解、原因の追究、課題発見、計画立案、
実行力、評価・改善等が挙げられる。
　「キャリアプランニング能力」は、「働くこと」
の意義を理解し、自らが果たすべき様々な立場や
役割との関連を踏まえて「働くこと」を位置付け、
多様な生き方に関する様々な情報を適切に取捨選
択・活用しながら、自ら主体的に判断してキャリ
アを形成していく力である。具体的な要素として
は、例えば、学ぶこと・働くことの意義や役割の
理解、多様性の理解、将来設計、選択、行動と改
善等が挙げられる。
　以上のような実際の行動として表れる諸能力を
すべて、従来の知識伝達・注入を中心とした一方
的な知識伝達型講義によって育成することは困難
であり、今後の大学教育におけるアクティブラー
ニング型授業への期待は、ますます高まっていく
ものと考えられる。
（２）協同学習の概念と効果
　アクティブラーニング型授業には学習の形態や
主導形態等によって様々なものがみられるが、そ
の基本的原理はアクティブラーニング型授業の１
つである協同学習の論に求めることができる（溝
上 2014）。協同学習は、英語では “collaborative 
learning” や “cooperative learning” に相当し、
「きょうどう」には「協同」「共同」「協働」など
の漢字が当てられ、「協調」という言葉もほぼ同
義に使われている（町・中谷 2013）。
　このように様々な用語が用いられている背景と
して、杉江（2013）は、「協同」が cooperation
という、グループ・ダイナミックスで用いられた
用語の訳語であるのに対し、「協働」や「協調」は、
最近、認知心理学から出されてきた collaboration
という類似の概念に当てられた訳語であると述べ
ている。さらにグループ・ダイナミックスの領域
で研究が重ねられてきた成果を土台として、ピア
ジェ（Piaget, J.）やブルーナ （ーBruner, J, S.）、ヴィ
ゴツキー（Vygotsky, L. S.）らの認知心理学的研
究成果を取り入れて学習指導論に組み立てられて
きたものが協同学習であり、協働・協調というこ
とばを用いた学習指導論は、協同の視点（例えば
学級集団が発揮する力の側面）より個人および個
人間の認知的過程を重視しており、協同学習理論
の中の、認知的側面の充実を図るものとして位置
づけられる、と指摘している。
　協同学習の効果としては、学習面および社会性
の育成面の２つが挙げられる。まず、学習面の効
果については、協同学習場面における学習者間の
相互作用が学習成果を促進させることが認められ
ている（Chinn, O’Donnell, & Jinks, 2000; Howe 
& Tolmie, 2003）。学習者間の相互作用が学習成
果を促進させる理由について、橘・藤村（2010）
は従来の知見を、相互作用の中で社会的認知的葛
藤が生じる場合に認知的変化が促進されること、
相互作用における説明活動の効果があること、一
方が課題を遂行し、他方がモニターするという
役割交替を通じた協同の効果があること、の 3点
に整理し、これらに共通していえることは、他者
が個人の思考を活性化し、個人の説明を精緻にす
る役割を果たすことを示している点にあると指摘
している。一方、社会性育成の効果については、
Johnson et al.（2002）が、協同・競争・個別の
学習活動が、対人魅力・精神的健康・自尊感情に
与える影響を比較した多数の研究に対してメタ分
析を行い、競争や個別よりも協同の方が、個人間
の好意度、社会との適応的な関係などの精神的健
康、肯定的な自尊感情、のいずれも促進すること
を明らかにした。つまり、協同学習は、学習を通
じて社会性を育成し、社会性の向上によって学習
理解を促進するという学習面・社会面両面の相乗
的・同時学習効果が期待されるものである（町・
中谷 2013）。
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（３）大学教育と協同学習
　協同学習は学習課題の理解と解決を主たる活動
目的としているが、結果として対人関係や心理的
適応、大学や授業の学びに対する態度の変化も
同時にもたらす（杉江ほか 2004）にも関わらず、
森川（2011）によれば、従来、協同学習は少人
数の授業で適していると考えられてきており、現
在、日本の大学教育において協同学習はゼミなど
の少人数授業で実践され始めている程度であると
いう。また、安永（2009）によれば、協同学習
はグループを用いるので､ 受講生の多い大学授業
に導入することが難しいという先入観もあり、わ
が国の大学教育に協同学習を導入した本格的な実
践報告・研究はまだ少ないという。
（４）教育効果とクラスサイズの関連
　大学教育の効果とクラスサイズとの関連につい
て、九里（2005）は大学における教育は、他の
教育機関と同様に、一教室に最大でも 20～ 30名
での講義に高い教育効果が認められるにもかかわ
らず、実際には 100名を超える多人数講義は日常
化していると指摘している。
　中井（2006）は、アメリカにおいて 1920年代
から蓄積されている先行研究にふれた上で、クラ
ス規模が授業に与える影響に関する立場を大きく
２つに整理している。
　第 1にクラス規模は授業の進行や成果にあまり
影響を与える要因ではないと考える立場である。
それまでの約 60年分の先行研究の成果を踏まえ
て、クラス規模は学生の知識やスキルの習得にほ
とんど影響を与えないと結論づけているという。
　第 2に、クラス規模は授業に影響を与える重要
な要因であると考える立場である。単に知識提供
型の授業ならばクラス規模はそれほど影響を与え
ないかもしれないが、批判的思考法や問題解決な
どを目的とした授業の場合にクラス規模は決定的
な影響を与え、優れた授業を実践するためにクラ
ス規模は最も重要な環境要因の一つであるとい
う。
　さらに、日本の高等教育研究においても、クラ
ス規模と学生による授業評価の間に統計的に有意
な相関関係がみられないという報告に対し、それ
は教員が情報伝達を主目的とする授業を行ってい
るため、クラス規模と授業評価に相関が見られな
かったのではないかという分析がなされていると
いう。
　以上のとおり教育効果とクラスサイズとの関連
については必ずしも統一された見解がみられない
ものの、これらの先行研究で共通している点は、
批判的思考法や問題解決などを目的とした「非情
報・知識伝達型」の授業はクラスサイズの影響を
受けやすいという指摘である。
（５）協同学習の効果とクラスサイズの関連
　協同学習をはじめとするアクティブラーニング
型授業が「非情報・知識伝達型」の授業に該当す
ると考えれば、協同学習の効果もクラスサイズの
影響を受けるものと考えられる。しかし、現在の
ところ日本の大学教育における協同学習の効果と
クラスサイズとの関連については必ずしも明らか
にされていない。
　多人数授業における協同学習について論じたも
のとしては、150名を超える多人数授業でも協同
学習は成立すると報告した杉江（2004）のほか、
関田（2005）、森川（2011）、安永（2009）など
が挙げられる。
　関田（2005）は、通信教育のスクーリングと
して行った集中講義「教育心理学」に、協同的な
学習活動を採り入れ、345名の受講生を対象とし
て 4日間実施した。授業の構成は、全体としてま
ず各トピックスに関する質問（課題）を提示した
後に個人で考える時間を与え、次にグループで各
自の考えを検討し、必要に応じてクラス全体で共
有するパターンを繰り返すというものであった。
教員は学生の発言を発展させる形で教科書に示さ
れる概念や理論を解説するにとどめ、なるべく受
講生自らが教科書を読んで詳細を確認するように
促した。その結果、授業の前後で、自尊感情や学
習効力感が高まるなど心理的態度に影響を与えた
ことが確かめられた。
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　森川（2011）は、大人数授業に協同学習を組
み入れる有効性について、理論的に考察するとと
もに、400名以上の受講生を対象とした講義・演
習連結型授業「教育の目的・原則・実践」を6週
間にわたり参与観察し、TA（ティーチング・ア
シスタント）の役割の重要性や、90分授業全部
を協同学習にするよりも講義と連結させることの
有効性を指摘している。
　安永（2009）は、多人数授業においても協同
学習が可能であるが、少人数授業に導入する場合
との違いや、導入にあたっての特別な注意事項、
さらには効果の比較検討も今後なされるべきであ
る、と述べている。
　以上の通り、これらの先行研究は、多人数授業
における協同学習について論じているものの、異
なるクラスサイズ間での比較研究ではないため、
多人数授業を含めたクラスサイズによる協同学習
の効果差を検証するには至っていない。そこで本
研究では、キャリア教育の一環として実施した協
同学習が人間関係形成能力の伸長に及ぼす効果
と、その効果が大・中・小規模クラスなど異な
るクラスサイズによって受ける影響を明らかにす
る。人間関係形成能力は後述の「コミュニケーショ
ン力」及び「協同作業認識」の2側面で測定する。
２　方法
（１）授業の概要
　筆頭筆者の担当する授業では、企業・団体等
の採用選考試験で用いられる SPI（Synthetic 
Personality Inventory）の言語分野及び非言語
分野をテーマとした協同学習を行っている。当該
授業においては Johnson et al.（1991）が挙げる
協同学習として必要な要素、すなわち互恵的な相
互依存性・対面的な相互交渉・個人としての責任・
社会的スキル・集団の改善手続きの５つを組み込
むことによって、授業デザインの構造化を図り、
キャリア教育で育むべき能力の中でも最も基本的
な「人間関係形成能力」の向上を試みている。
　具体的な構造化の内容は以下の通りである。
まず全履修者をそれぞれ 5～ 6名になるようグ
ループ分けをし、一定の期間中は同一のグルー
プ（フォーマルグループ）で学習させる。グルー
プの編成には、その都度編成されその場で終わ
る課題や作業を行う「インフォーマルグループ」、
一定の期間にわたってグループ学習活動を行う
「フォーマルグループ」、授業の全期間にわたって
同じグループで活動を行う「ベースグループ」が
あるが、本授業ではメンバー間に相互依存性を発
生させるとともにメンバーを長期間固定化させる
リスクを排除するため「フォーマルグループ」に
よるグループ編成を採用している。
　1期間を概ね 5回程度の授業回数としているの
で、全 15回の授業を 3つの期間に分けてグルー
プ編成を行うことになる。なおグループ間の学力
水準を均等化させるために、相対的に学力の高い
学生を各グループに配置するよう留意している。
　教員は毎回異なるテーマについて基本的な解法
についてのレクチャーを最初に行う。全員が一定
の理解に達したところで、初めて各グループに問
題を与え、これをメンバーが協力して解いていく。
授業内である程度問題が解けるようになったら、
メンバーごとに異なる個別の宿題をだし、各自が
自宅等で解いてくるよう課される。そして次回授
業時に、自分に課された問題についてその解法を
グループ内で相互に教えあい、共有する。グルー
プ内で解決できなければ教員がグループに介入、
あるいは全体に対してレクチャーを行うなどして
サポートする。
　このように、グループで学びあうことによって
学生達は ｢対面的な相互交渉｣ の場面に置かれ、
グループの固定化によって ｢相互依存性｣ がもた
らされる。そしてその関係性が ｢互恵的｣ といえ
るまでになるために、さらにグループとしての共
通目標やメリットを成績評価に反映させる仕組み
が必要となる。
　具体的には、メンバーごとに異なる個別の宿題
を次回授業に持ち寄って、グループ内で教え合
い、全員が理解したら ｢グループ解答シート｣ に
宿題問題の解答と解法、およびどの宿題問題を誰
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が担当したかを記載し、グループ単位で教員に提
出する。このグループ解答シートに基づき、自分
の担当問題が正解であれば、個人としての責任を
果たしたということで当該担当者に個人正解点が
付与される。さらに全問正解であれば、それぞれ
がグループ運営スキルを発揮しグループに貢献し
たということで、メンバー全員にグループ正解点
が加点される（互恵的な相互依存性・社会的スキ
ル）。また、グループ内での教えあいを促進させ
る役割を担うリーダーには、その授業回において
リーダー点が加点される（社会的スキル）。グルー
プ内で何らかの問題が発生している場合には、グ
ループ内で改善に向けた話し合いをする機会を設
けるので、リーダーには問題解決に向けて積極的
にその役割を果たすことが要求される（集団の改
善手続き）。
（２）調査
①調査対象及び手続き
　2014年 4月から 7月まで、首都圏所在の私立
A 大学及び B 大学に在籍する 3～ 4年次生を対
象として、同一の授業プログラムを実施した。A
大学は 2クラス（便宜上それぞれ A-1組、A-2組
とする）、B 大学は 1クラス（同様に B-1組とする）
であった。プレ調査（4月）とポスト調査（7月）
の 2時点で質問紙調査を行い、両方の質問紙に回
答した A-1組 121名（男性 78名、女性 43名、平
均年齢 20.60歳）、A-2組 90名（男性 58名、女性
32名、平均年齢 20.52歳）、B-1組 47名（男性 17名、
女性 30名、平均年齢 20.57歳）の合計 258名を
調査対象とした。各組の授業内で、回答結果は授
業の成績に関係するものではない旨を教示した上
で、記名・個人記入形式の質問紙を配布し、一斉
に実施・回収した。クラス規模の区分は 100名以
上を大規模クラス（A-1組）、50名以上 100名未
満を中規模クラス（A-2組）、50名未満を小規模
クラス（B-1組）とした。
②使用尺度
　「人間関係形成能力」を、「他者の個性を尊重し、
自己の個性を発揮しながら、様々な人々とコミュ
ニケーションを図り、協力・共同して物事に取り
組む力」（中央教育審議会 2011）と定義し、「コミュ
ニケーションを図る力」の測定を藤本・大坊（2007）
による ENDCOREs 尺度を用い、「協力・共同し
て物事に取り組む力」の測定を長濱ほか（2009）
による「協同作業認識尺度」を用いた（表 1）。
　ENDCOREs 尺度は、（7. かなり得意　6. 得意
　5. やや得意　4. ふつう　3. やや苦手　2. 苦手　
1. かなり苦手）の 7件法で、「自己統制」（自分の
衝動や欲求を抑える、自分の感情をうまくコント
ロールする、善悪の判断に基づいて正しい行動を
選択する、まわりの期待に応じた振る舞いをする、
という 4項目）、「表現力」（自分の考えを言葉で
うまく表現する、自分の気持ちをしぐさでうまく
表現する、自分の気持ちを表情でうまく表現する、
自分の感情や心理状態を正しく察してもらう、と
いう 4項目）、「解読力」（相手の考えを発言から
正しく読み取る、相手の気持ちをしぐさから正し
く読み取る、相手の気持ちを表情から正しく読み
取る、相手の感情や心理状態を敏感に感じ取る、
という 4項目）、「自己主張」（会話の主導権を握っ
て話を進める、まわりとは関係なく自分の意見や
立場を明らかにする、納得させるために相手に柔
軟に対応して話を進める、自分の主張を論理的に
筋道立てて説明する、という 4項目）、「他者受容」
（相手の意見や立場に共感する、友好的な態度で
相手に接する、相手の意見をできるかぎり受け入
れる、相手の意見や立場を尊重する、という 4項
目）、「関係調整」（人間関係を第一に考えて行動
する、人間関係を良好な状態に維持するよう心が
ける、意見の対立による不和に適切に対処する、
感情的な対立による不和を適切に対処する、とい
う 4項目）の計 6変数からなる。
　協同作業認識尺度は（5. とてもそう思う　4. そ
う思う　3. どちらともいえない　2. そう思わな
い　1. 全くそう思わない）の 5件法で、「協同効
用」（グループのために自分の力を使うのは楽し
い、一人でやるよりも協同したほうが良い成果を
得られる、協同はチームメートへの信頼が基本で
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ある、みんなで色々な意見を出し合うことは有益
である、能力が高くない人たちでも団結すれば良
い成果を出せる、グループ活動ならば他の人の意
見を聞くことができるので自分の知識も増える、
個性は多様な人間関係の中で磨かれていく、協同
することで優秀な人はより優秀な成績を得ること
ができる、たくさんの仕事でもみんなと一緒にや
れば出来る気がする、という 9項目）、「個人志向」
（みんなで一緒に作業すると自分の思うようにで
きない、グループでやると必ず手抜きをする人が
いる、周りに気遣いしながらやるより一人でやる
方がやり甲斐がある、みんなで話し合っていると
時間がかかる、人に指図されて仕事はしたくない、
失敗した時に連帯責任を問われるくらいなら、一
人でやる方がよい、という 6項目）、「互恵懸念」（優
秀な人たちがわざわざ協同する必要はない、協同
は仕事の出来ない人たちのためにある、弱い者は
群れて助け合うが強い者にはその必要はない、と
いう 3項目）の計 3変数からなる。「個人志向」「互
恵懸念」の 2変数については、得点が低いほど、
人間関係形成に望ましいと考えられるので、以下
では得点が低下したことをもって、「向上」「上昇」
などの表現を用いる。
３　結果と考察
（１）各尺度の平均値（ＳＤ）、α係数
　各尺度の記述統計とα係数を算出した（表 1）。
α係数は「個人志向」を除く各尺度について概
ね .7以上の値が得られたことから、これらの尺度
の内的一貫性に問題がないと判断した。「個人志
向」のみ、プレが .69、ポストが .65と両時点とも .7
を下回り、やや信頼性の低さが見られたものの、
長濱ほか（2009）の尺度構成に従い分析を行った。
この点の課題については後述する。
（２）尺度得点の変化
　3クラス合計 258名を対象とし、ENDCOREs
尺度（コミュニケーション力）6因子、および協
同作業認識尺度 3因子それぞれについて、合計得
点を当該因子項目数で除したプレ・ポストの得点
の変化を検討した（表 2）。
　まず、コミュニケーション力の各項目のうち、
「解読力」（Ｆ(1,250)＝20.29,ｐ＜.001）、「自己主張」
（Ｆ (1,251) ＝ 11.58, ｐ＜ .001）は 0.1％水準で、「表
現力」（Ｆ (1,251) ＝ 9.39, ｐ＜ .01）、「他者受容」（Ｆ
(1,251)＝10.20,ｐ＜ .01）は1％水準で、「自己統制」
（Ｆ(1,253)＝ 5.68,ｐ＜ .05）、「関係調整」（Ｆ(1,254)
＝ 4.70, ｐ＜ .05）および協同作業認識の各項目「協
同効用」（Ｆ (1,251) ＝ 4.35, ｐ＜ .05）、「個人志向」
（Ｆ(1,254)＝ 4.33,ｐ＜ .05）、「互恵懸念」（Ｆ(1,255)
＝ 4.84, ｐ＜ .05）は 5％水準でそれぞれ測定時期
要因の主効果が有意であると認められた。つまり
コミュニケーション力および協同作業認識で得点
の上昇がみられた。
表１　記述統計量
表２　プレ・ポストの尺度得点（平均，SD）
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　次に、各得点の変化をクラス規模×測定時期要
因の2要因混合計画の分散分析で検討した（表3）。
コミュニケーション力の各項目「自己統制」（Ｆ
(2,253) ＝ .11,n.s.）、「表現力」（Ｆ (2,251) ＝ .43,n.s.）、
「解読力」（Ｆ (2,250) ＝ 1.13,n.s.）、「自己主張」（Ｆ
(2,251)＝ 1.53,n.s）、「他者受容」（Ｆ(2,251)＝ 1.20,n.
s.）、「関係調整」（Ｆ (2,254) ＝ .03,n.s.）および協
同作業認識の各項目「協同効用」（Ｆ(2,251)＝ .00,n.
s.）、「互恵懸念」（Ｆ (2,255) ＝ .06,n.s.）のいずれ
においても交互作用に有意差はみられなかったが
「個人志向」（Ｆ (2,254) ＝ 4.02, ｐ＜ .05）は小規
模クラスで得点が上昇し交互作用が 5% 水準で有
意となった。つまり ｢個人志向｣ を除くほぼ全て
においてクラス規模による交互作用は有意ではな
かった。
  
表３　クラス規模ごとのプレ・ポストの尺度得点（平均，SD）
（３）考察
　以上の結果より、本授業の実施前後において、
コミュニケーション力及び協同作業認識で得点が
有意に上昇していることから、キャリア教育にお
ける協同学習が人間関係形成能力の向上に寄与し
ていることが確認された。また大規模・中規模・
小規模というクラス規模による効果の差について
は、｢個人志向｣ を除いて交互作用が有意に認め
られなかった。｢個人志向｣ に有意差が認められ
る結果となったのは、当該項目のα係数がプレ・
ポストの両時点で .7を下回るなど若干の信頼性の
低さが見られ、かつ小規模クラスであるがゆえサ
ンプル数が少なかったことに起因すると推察され
る。今後の尺度構成作成における課題といえよう。
以上のことからクラス規模は協同学習の効果であ
る人間関係形成能力の向上に影響を与えにくいも
のと判断される。
なお先述のとおり、大・中規模クラスと小規模ク
ラスは異なる大学で開講されたが、プレ調査にお
ける 9項目の値をみる限り、3群間には大きな差
はなく、その違いは特筆されるものではなかった。
また、B-1組は小規模クラスであるがゆえに、教
員によるきめ細やかなグループ介入が可能な状況
であったので、本来であれば大・中規模クラス群
よりも人間関係形成能力が有意に向上してもよい
はずである。しかし協同学習の実施により、授業
デザインの中に学生同士の学び合いといった「学
習事態」が強く構造化されていたため、たとえ人
数が多いクラスであっても､ ひとりひとりの学習
者が、学びの当事者としての意識をもつことがで
きたのではないかと推察される。
Hosei University Repository
100
４　まとめと課題
　本稿ではキャリア教育で育むべき能力の１つで
ある「人間関係形成能力」の向上を目的とした協
同学習による授業を、大 ･ 中 ･ 小という３つの異
なる規模のクラスにおいて実施し、その伸長を定
量的に分析した上でクラス規模による効果の差を
検証した。その結果、協同学習によって人間関
係形成能力が有意に向上し、かつその効果につい
てはクラスサイズによる統計的有意差がみられな
かった。「非情報・知識伝達型」の授業であるア
クティブラーニング型授業の効果は、クラスサイ
ズの影響を受けやすいとも考えられたが、少なく
とも本研究において、協同学習の効果である人間
関係形成能力の伸長はクラス規模の影響を受けに
くいものと判断された。これはわが国の大学教育
で少なからず行われている多人数授業に対して、
アクティブラーニング型授業導入の可否を検討す
る際、構造化の程度の高い協同学習が、１つの有
効な授業形態として実施されうる可能性を示唆す
るものである。
　一方、今後の課題として、より大きなクラスサ
イズで協同学習を実施した場合の効果を明らかに
していく必要がある。本研究で実施された協同学
習における「構造化された学習事態」の内容・程
度は、50名～ 120名くらいの範囲であれば、ク
ラスサイズの影響を受けにくいと確認されたが、
例えばそれが 200名を超えるような超大規模クラ
スでも同様の効果を得られるかは明らかでない。
 また、クラスサイズの大小に関わらず、大学教
育における協同学習が人間関係形成能力以外の基
礎的・汎用的能力に及ぼす影響や、他のアクティ
ブラーニング型授業と協同学習との効果差、また
基礎的・汎用的能力だけでなく SPI の修得や高
等教育における知識の獲得といった学習成果にま
で検討の対象を広げていく必要があろう。
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